













































直接の研究の対象としたのは朝日新聞の上記 2003 年から 2013 年までの記事の文中「デフレ」



































































「3 × 3 モデルと 2 × ? モデル」では，前稿同様，デフレと景気との関係のとらえ方を再度整
理する。次に，物価上昇率の評価の問題を述べる。次いで，実際の物価指数の動きから，本稿
が中心的に対象とする期間を提示する。その上で，前年同月比の問題，GDP デフレーターの









a 物価連続上昇 a α a β a γ
b 物価非連続上昇・下落 b α b β b γ
c 物価連続下落 c α c β c γ



















仮に物価上昇率が 1% ないし，2% になれば，「デフレ脱却」といえる，という語りである。な





























現在の資金を M，支出開始を y0 年後，支出期間を y 年とし，物価上昇率を r とする。現状



















典型例として，現在 50 歳で，15 年後から（65 歳から）20 年間（85 歳まで）預金を使う（使
い切る）場合などは次のようになる。
物価上昇率 0.5% 1.0% 2.0% 3.0%
25 年後 /20 年支出 － 15.8% － 29.2% － 49.8% － 64.5%
15 年後 /20 年支出 － 11.5% － 21.8% － 38.8% － 52.2%
5 年後 /20 年支出 － 7.0% － 13.6% － 25.4% － 35.8%
表2　各インフレーション率の元での減価率
　
物価上昇率 3% が，許容できる範囲を大幅に超えているのは当然として，2% のインフレで
もかなり「苦しい」と評価してよいだろう。実際，新聞記事数に現れたように，2008 年付近で
の 2% の物価上昇はある程度騒がれた。
次に，2000 年 1 月という，（現在の視点から言えば）物価が「高かった」状態を起点に，物価
上昇率がそれぞれ一定の場合の「ありえたかもしれない過去」のグラフをプロットしてみよう。
図2　太線は総務省統計局，消費者物価指数，全国，生鮮食品を除く総合，季節調整なし，
2015 年基準，細線は上から 3，2，1，0.5，­0.5，­1，­2，­3%の物価上昇率が 2000 年 1
月から続いていたと仮定しての動き 9）
9）　2000 年 1 月を初期値とする理由は 3.4 で説明する。消費税増税があるものの，2015 年基準の指数で






この 20 年近く，物価が極めて安定していたことを確認できると同時に，1% といった指数関
数的発散，あるいは 0 への収束をしなかったこともまた確認できる。












影響の試算を紹介した記事はデフレと関係の薄いものも含め 9 本あるが 11），「物価上昇 2%」な
どが実現した場合の家計に与える影響を扱った記事はほとんどないといえる。
3.4　過去の物価変動の評価と，主たる研究対象期間の確定
図 2 からは，ある程度際立った物価変動は，2000 年からの数年と，資源高騰などによる急速














ただし，2003 年中はいまだデフレについてかなり語られていた関係上 13），本稿では 2000 年






2010 年 4 月より，高校授業料無償化が始まった。総務省統計局の試算によれば，公私あわせ
て授業料の影響の寄与度はマイナス 0.54 ポイントとされていることから，破線の「授業料影響
簡易除去」としているのは，単純に元の数値に対して 4 月以降のポイントに 0.5 加えたもので
ある 14）。
これによれば，2007 年 10 月あたりから上昇が始まり（9 月 99.9），2008 年 7 月まで上昇が
続き（7 月 102.3），およそ 10 月より下がり始め（9 月が 102.2），2009 年 8 月まで下降が続いた
（8 月 99.8）。トータル 2 ポイント強のプラスとマイナスとなっている。期間は短く 1 年にも満
12）　季節調整がかかっていないのは，2005 年年報では 1999 年までの季節調整済み系列が入手不能だから
である。
13）　朝日新聞のデフレ記事が特に多かったのはこの時期では 2001 年から 2003 年である。図 1 参照。内閣




14）　総務省統計局「消費者物価指数における高校授業料無償化の影響」2010 年 5 月 28 日。http://www.












01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16
前 年 同 月 比 12 10 9 7 5 10 12 6 15 13 14 9 17 16 8 16
前 月 比 1 8 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1


























破線は，2007 年 5 月の 99.6 を起点に，2008 年 8 月まで 1 ヵ月 0.2 ポイントずつ 102.6 まで増

























































また，GDP デフレーターは計算上，名目 GDP と実質 GDP の比を表すものなので，通常の
物価指数とは性質を異にしている。
GDP デフレーターが総合的な物価指数なのだ，という主張は，2003 年から 2016 年までのデ
フレ記事中，72 本に上る。多い年は 2006 年で 19 本，08 年が 10 本と続いている。2009 年から
はなりをひそめ，12 年に 6 本となっているのが目立つ程度である。
03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16
総合的な物価指数 3 7 9 19 9 10 1 0 4 6 1 3 0 0
名 実 逆 転 4 1 4 4 4 6 3 2 0 4 5 3 2 0
表4　新聞における GDP が総合的な物価指数であるとの表現，名実逆転表現
23）　例えば，2003 年 5 月 17 日朝刊「『かさ上げ』実感遠くデフレ対策，急務にGDP 実質ゼロ成長」。
24）　これらの事情は 2006 年 3 月 21 日朝刊「日本経済，需要超過に GDP ギャップ，9 年ぶりプラス　内閣
府」。









名目 GDP に関連し，2003 年で小泉純一郎首相が総裁選で掲げた「06 年度に名目 2% 超の成





を上回っていることである。典型的なのが「実質 2%，名目 3%」である 28）。













という記載が見られる。e­Gov 法令検索 (2017 年 10 月 3 日検索 )。この組み合わせが多いのは消費税率
の問題が大きい。
28）　2003 年から 2016 年で，実質（成長率）2%，名目（成長率）3% の組み合わせは 46 本（全て 2010 年
1 月以降），実質 2%，名目 4% の組み合わせは 2 本（全て 2010 年内）である。その他は実質 3%，名目
4%（2006 年 11 月 6 日朝刊）が 1 本ある。実質 2%，名目 3% は記事の精査を行わない単語を含む記事
















































年の労働損失日数はアメリカ合衆国 740 千日，イギリス 170 千日，フランス 3850 千日（2010


















37）　2000 年代を通じ，名目民間最終消費支出の前年比増加率が 1% を上回ったことはなく，2006 年に
0.99% になっただけである。また，持家の帰属家賃を除く名目家計最終消費支出の増加率はこの間，一

































各商品には添え字 i を，各時点には j をつけて表すことにする。jは 1,2 とする。商品価格を
39）　このことは，「安売りの店で買う」ということとは形式的には異なる。







pij，指数を計算する基準となるウェイトを wij とする。ここでは，価格 pij は j にかかわらず一
定で（pi1 =pi2），ウェイトのみが変化するとする。
ラスパイレス指数で物価指数を j=1 に対して j=2 を計算すると以下のようになる。
∑（pi2 wi1）/∑（pi1 wi1） （3.8.1）
この値は，pi1=pi2 であることから，1（表記上は 100）である。
同様に，パーシェ指数で物価指数を j=1 に対して j=2 を計算すると以下のようになる。

















































46）　「デフレの象徴」という内容が新聞で取り上げられているものを 2003 年から 2016 年まで調査すると，
以下のような結果になる。本稿に関係のあるものの総計は 22 本で，うち「名実逆転」についてのもの，
ハンバーガーの値上げについてのものそれぞれ 6 本，一回限りの値下げについてのもの 4 本，牛丼の値
上げについてのもの 2 本，マクドナルドの経営，ファストファッション・ガソリン・テレビの値上げに
ついてのものそれぞれ 1 本となっている。「名実逆転」はやや議論の余地のあるテーマだが，デフレの
定義的に当てはまるものは，ガソリンとテレビの値上げ ( 値上がり ) の記事だけだろう。
47）　その他，デフレに悩（む）10 本，デフレにあえ（ぐ）8 本，デフレにもが（く）5 本など。4.3 参照。



















































である新聞広告費の単価は，企業向けサービス価格によれば 2007 年から 2011 年ごろにかけて
大きく下落している。リーマンショック等の不況要因があると思われるが，インターネットの









03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 合計
社説 34 14 14 12 7 8 18 35 15 17 32 206
経済気象台 40 22 21 23 16 9 12 35 13 27 33 251
論説 39 22 13 23 6 13 13 26 9 26 30 220
国内のみ 700 270 247 300 109 100 259 444 200 446 632 3707
国外のみ 63 25 8 3 3 9 13 28 20 4 9 185
国内外 44 6 6 2 0 11 6 8 6 7 3 99






社説，経済気象台，論説記事は 2003 年， 10 年，13 年で 100 本前後と総数としては多くなっ
ている。
国外の記事は，デフレや「デフレ懸念」と関連付けられるものである。


















明」は別にしてあり，その合計は 100% になる。また，1 記事内に複数用途が見られる場合，
それを案分している 53）。
デフレ 需要 低価格 スパイラル 資産 賃金 デフレーター その他 不明 総数
03 52.0% 10.9% 10.4% 2.8% 16.8% 1.0% 2.8% 3.1% 61.3% 744
04 67.6% 2.4% 7.5% 3.1% 7.2% 0.0% 9.8% 2.4% 48.1% 276
05 62.1% 7.5% 5.9% 3.7% 10.8% 0.4% 7.9% 1.7% 53.4% 253
06 65.8% 3.1% 4.0% 6.2% 5.5% 1.2% 12.3% 1.9% 58.6% 302
07 60.7% 5.5% 5.8% 3.0% 10.0% 0.0% 12.7% 2.2% 44.8% 109
08 65.8% 0.5% 3.0% 9.9% 3.0% 0.0% 17.1% 0.7% 39.5% 111
09 66.1% 5.3% 5.8% 17.1% 1.1% 0.0% 1.5% 3.1% 46.4% 265
10 71.8% 1.1% 10.4% 8.8% 0.6% 1.2% 3.5% 2.6% 62.9% 452
11 77.3% 0.9% 3.8% 2.4% 2.8% 0.9% 8.5% 3.3% 74.4% 206
12 83.0% 5.0% 1.3% 3.9% 1.1% 1.3% 3.0% 1.3% 58.9% 453






















苦しむ 対策 不況 経済 円高 傾向 懸念 状況 脱却宣言 宣言 時代
03 27 98 63 17 0 14 28 5 0 1 21
04 6 14 10 3 1 16 3 1 1 1 7
05 15 5 8 5 1 10 4 6 2 1 4
06 23 13 4 5 0 2 3 18 46 3 4
07 6 1 1 5 0 2 1 1 3 0 3
08 11 2 3 3 0 5 5 0 6 0 2
09 21 27 9 5 13 16 34 15 3 35 1
10 17 16 8 10 25 9 0 5 1 24 5
11 5 4 5 9 7 6 0 3 0 0 0
12 17 25 16 13 34 3 1 10 1 1 2
13 25 9 19 17 20 8 1 18 6 1 5
14 24 0 7 6 0 0 2 0 4 0 7
15 13 0 6 2 1 0 4 0 1 0 4
16 16 0 5 5 2 0 1 0 1 0 2























政府は 12 月の月例経済報告で，4 年 2 カ月ぶりに物価の判断からデフレの文言を削ったが，
「脱却宣言」はまだ出していない。内閣府の西村康稔副大臣は「経済が成長し，2% 物価目標
のあたりで推移している状態を確認できないとデフレ脱却とは言えない」としている。
用語法を調べた 2016 年の最後の「デフレ脱却宣言」用法は次のようなものである 59）。
政府が月例経済報告でデフレと認めたのは 2001 年 3 月。第 2 次安倍政権の発足から 1 年後





03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 小計
脱却 84 97 122 184 35 31 29 117 56 236 378 164 94 116 1743
克服 146 32 15 21 4 4 16 36 6 20 15 0 0 2 317
抜出 1 2 4 6 2 1 1 3 5 17 30 8 4 2 86
解消 9 7 8 6 3 1 0 11 4 11 18 0 0 0 78
退治 17 4 0 0 0 0 0 5 0 4 8 2 1 0 41
小計 257 142 149 217 44 37 46 172 71 288 449 174 99 120 2265
表8　デフレ脱却等表現
56）　2016 年 1 月 6 日夕刊「素粒子」に，その事情が触れられている。
57）　それには，「景気が踊り場に戻らない」という確約はなかった。
58）　2013 年 12 月 28 日朝刊「物価 2% 目標，中間点上昇幅 1% 台，すそ野に広がり」
























2008，09 年の物価の動きは，2008 年 8 月ぐらいまで上がり，08 年 10 月ぐらいから 09 年 8
月ぐらいまで下がったものであったことを 3.4 で見た。
60）　https://www.boj.or.jp/announcements/press/kaiken_2012/kk1210b.pdf（2017 年 10 月 8 日確認）
61）　「おわりに」参照。
62）　2016 年 9 月 05 日夕刊「緩和縮小を否定　日銀・黒田総裁」では「黒田氏は金融緩和が『経済好転に
大きな役割を果たしている』とし，『〈物価が持続的に下落する〉という意味でのデフレではなくなっ
ている』と述べた」ことを紹介している。









物価上昇が高まったとして，2008 年 9 月 26 日夕刊に「全国消費者物価，8 月も 2.4% 増2 カ
月連続の高水準」という記事がある。
同年 10 月 31 日夕刊では「物価上げ幅縮小9 月，原油下落が要因総務省発表」という記事
で，前年同月比が「0.1 ポイント縮小（前年同期比 2.3% 上昇）」したと伝えている。実際には
このころ，3.5 で見たように，年率 2.4 パーセントほどの物価上昇から同じ程度の物価下落に一
気に物価上昇率が変化していた。
この後，2009 年 2 月 27 日夕刊「物価，横ばい総務省が指数発表」では，こう表現している。
総務省が 27 日発表した 1 月の全国消費者物価は，値動きの激しい生鮮食品を除く総合指数
（05 年 =100）が 100.5 となり，前年同月比で横ばいだった。指数の伸び率が前年同月比でゼ
ロかマイナスとなるのは，07 年 9 月（0.1% 低下）以来だ。






そして，ミニデフレが収束に向かった 09 年 8 月末に，次の記事が掲載された 63）。




しかし，まさにこの頃，物価下落は止まり始めていた 64）。その 3 カ月近く後，物価が安定し
た 11 月 20 日になって政府は月例経済報告に「デフレ」を再登場させ，「デフレ宣言」を行う















7，8 月の発表の紹介で（数値なしで）高校授業料無償化に触れるだけで，翌年 3 月まで無視さ
れた。そのため，11 年に入っても，「～ヵ月消費者物価指数の下落が続く」という記事が続いた
68）。
そして 11 年 4 月 28 日の記事ではこう述べられている 69）。
総務省が 28 日発表した東京都区部の 4 月の消費者物価指数（中旬速報値，2005 年＝ 100）
は生鮮食品を除く総合で 99.0 となり，前年同月比 0.2% 上昇した。プラスになるのは 09 年 3
月以来 2 年 1 カ月ぶり。昨年 4 月から始まり，10 年度の物価を押し下げていた高校授業料の
実質無償化の影響がなくなったことや，エネルギー価格の高騰が反映した。
内容は正しいだろうが，「ニュース」と言えるかどうかについては疑問なしとしない。
65）　図 4，表 7 参照。ドイツ語に Panikmache という言葉がある。
66）　2010 年 3 月 27 日朝刊「定員割れ解消，緩和強化探る日銀政策委」。5 月 28 日夕刊の記事で総務省
の高校授業料無償化の影響試算が紹介される。「消費者物価指数，14 カ月連続下落」
67）　同年 4 月末の消費者物価指数発表記事 2010 年 4 月 30 日夕刊「３月の消費者物価，1.2% 下落09 年度
は下落率最大」でも今後の押し下げ要因として高校授業料無償化に触れられている。
68）　2011 年 1 月 28 日夕刊「消費者物価指数，2 年連続下落」では「前年同月より 0.4% 下がった。前年比
マイナスは 22 カ月連続。ただ，下落幅は前月から 0.1% 幅縮小した」となっている。この時点では，実
際には前年同月比も上昇しているわけである。





15 年デフレが続いたとか，20 年続いたという表現が 2010 年代には登場する。
そこで，2010 年から 16 年までのデフレ記事で，どのようにそれらが登場しているかを検証
する 70）。
「15 年」について記事が最初に登場するのは 2010 年 12 月 7 日の経済気象台であるが，これ
は，消費者物価がこの 15 年間ほぼ横ばいで，日本が「超物価安定国」だと指摘するものであ
る。
11 年にジャーナリストの意見として 1 本，GDP デフレーターのマイナスから 1 本，それぞ
れ 15 年デフレである，とするものがある。
12 年末に 11 月，12 月と立て続けに知識人，政治家の 15 年デフレ表現が出てくる。
そして，13 年になると，政治家の 15 年デフレ主張紹介を皮切りに，政治家，日銀総裁の発
言紹介それぞれ 6 本，知識人 1 本となるが，経済気象台含め新聞本体の表現が 4 本登場する。
有名人の発言に引きずられて，新聞本体の見解としても「15 年デフレ」が登場しているのであ
る。









なお，10，15 や 20 以外のより正確な年数「デフレが続いた」とするものは，野党政治家へ
70）　デフレ脱却宣言を～年間できなかった，あるいは名実逆転が～年間続いていた，というものを除く。




















2003 年から 2016 年までの，上記に当てはまる記事のうち，意味について書いているものは
43 本で，そのほとんどにあたる 42 本が（景気後退ではなく）物価下落の意味だとしている。
その他，賃金下落を含んだものが 2 本ある 75）。
同期間，デフレの影響について述べている記事は 21 本である。うち，消費減または買い控
えについて述べているものが半数近い 10 本（消費減 8，買い控え 5），賃金減少 8，「いいこと






73）　2014 年 7 月 21 日朝刊「（証言そのとき）消費増税の道 :1『社会安定のため』信念藤井裕久さん」。









の債務負担が増えるというものはそれぞれ 3 本，2 本となっている。





















民間給与実態調査によれば，2000 年から 2003 年にかけて，民間の一年を通じて勤務する
（民間）給与所得者の平均給与は，461 万円から 443 万 9000 円にまで下がり，給与総額も低下
した。
このことから，主張 2 を反証することはできない。
一方で，給与総額，平均給与共に，1997，98 年付近から 2009 年付近までは，ほぼ，下がる
か，一定の傾向を示した。つまり，デフレであるから給与が下がり，そうでなければ給与は上
がる，もしくは一定だ，という主張は成立していない。
次に，主張 3，雇用の減少について検証する。ここでは，2000 年から 2003 年のデフレ期と，
78）　2006 年 9 月 25 日朝刊「（小林慶一郎のディベート経済）『脱デフレ』と残る課題」

































図 10a は，変動のスケールを表すために，縦軸の下限を 0 にしてある。図 10b は，変動の細
部を拡大したものである。
これら図によれば，ミニデフレ期に雇用者が減少していることが見て取れる。
一方，「デフレ期」の 2000 年中に一旦 100 万人近く雇用が増え，2002 年 6 月の最小の部分
を除くと，2001 年 5 月から 9 月にかけて，50 万人以上，雇用者の数が減っている。こうした，
デフレ期内での増加，減少を別とするならば，この期間中，雇用者の数はほぼ 5330 万人前後
で安定している 81）。こちらのデータからは，主張 3 は明確に反証される。
さらに，家計が消費を減らすのだ，という主張 4 の検討に進もう。
民間最終消費支出（上）および，帰属家賃を除いた家計最終消費支出（下）の，2000 年の 1








ある。トレンド項に回帰すると，トレンド項の t 値は，民間最終消費支出で 11.91，帰属家賃











図では，2000 年 1 月からの 4 年間と，ミニデフレ期（2008 年 10 月から 2009 年 8 月）を並
べてある。その間は連続していない。
2000 年から 4 年間は，よく見れば，主に，2000 年末から 2001 年年初にかけての高い値があ
るので，わずかに下がっているとも見えなくもない，という程度である。およそ 106 付近に分

























図 13 によれば，物価が急上昇していた 2008 年 7­9 月期までに利益の減少が発生しており，
それはミニデフレ期突入後の 2008 年 10­12 月期まで続くものの（営業利益は 09 年 1­3 月期ま









計調査 2010 年 10­12月期結果 p.12 を見る限り，さほど結果に変わりはない。






















84）　2003 年度について言えば，デフレは 2003 年初めあるいは半ばあたりで終了したと考えれば，デフレ






































































Suﬀere  by Deﬂatio  for more than 15 Years. 
 Expressions  and Understandings of  in the 
Japanese Newspaper, from 2003 to 2013
In Japan,   (i.e. exit from deﬂation) is 
shouted still now, in autumn 2017.  Strangely, in Japan  
e. deﬂation  is believed that it has continued for more than 15 years.
But, there is no evidence that consumer price index has been 
continued to decline for more than 15 years.
This article is the sequel to my former article,  
and Understandings of  in the Japanese Newspaper, 
from 1990 to  (2015).  And I want to give the answer to this 
inconsistent phenomenon again.
In this article, I also try to solve this question through scrutiny 
of the articles including  in Japanese most famous 
newspaper.  In spite of the title of this article, I will research this 
subject until 2016 in some contents.
Through these analysis, I want to solve the question, why many 
Japanese people think that Japanese economy has been trapped in 
deﬂatio  for so long times.
― 156 ―
Probably, the conclusion is rather tedious for many Japanese 
massmedias.
In this article, ﬁrst  I present some theoretical frameworks to 
analyze many Newspaper s articles.
Second, I summarize the meaning and frequently connecting 
terms of  example, 
In the third, I refer to some characteristic incidents, occurred 
from 2002 to 2013, in connection with Japanese perception of 
deﬂation
Finally, I will reconsider so called  eﬀect  of deﬂatio  and 
some problems in Japanese media.
Why Japanese People Believe that  They Have Been 
